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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　受圧部と、
　前記受圧部の外周部を保持する固定部を含む保持部材と、
　前記受圧部に固定された第１の基部と、第２の基部と、前記第１の基部と前記第２の基
部の間に設けられた感圧部と、を含む感圧素子と、を含み、
　前記保持部材には、前記感圧素子の前記第２の基部を固定するための支持体が接続され
、
　前記支持体は、
　前記保持部材に立設されている柱部材と、
　前記柱部材と異なる材料で構成され、前記柱部材と前記第２の基部とを連結する梁部材
と、
を備え、
　前記梁部材は、前記保持部材と前記受圧部とのうち少なくとも何れかと同等または近似
した熱膨張係数を有する材料で構成されていることを特徴とする物理量検出器。
【請求項２】
　前記保持部材は、前記受圧部が変位する方向から見たときに、前記受圧部と重なるよう
に突出して設けられた突出部を備え、
　前記支持体は、前記突出部に接続されている請求項１に記載の物理量検出器。
【請求項３】
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　前記突出部は、前記固定部から環状に突出して設けられている請求項２に記載の物理量
検出器。
【請求項４】
　前記第１の基部および前記第２の基部は、前記受圧部が変位する方向に並んで設けられ
ている請求項１ないし３のいずれか一項に記載の物理量検出器。
【請求項５】
　前記受圧部に接続されている固定部材を含み、
　前記第１の基部は、前記固定部材に固定されている請求項１ないし４のいずれか一項に
記載の物理量検出器。
【請求項６】
　前記感圧素子は圧電体材料で構成され、
　前記柱部材は、前記圧電体材料と同等または近似した熱膨張係数を有する材料で構成さ
れている請求項１ないし５のいずれか一項に記載の物理量検出器。
【請求項７】
　前記保持部材は、前記受圧部の構成材料と同等または近似した熱膨張係数を有する材料
で構成されている請求項１ないし６のいずれか一項に記載の物理量検出器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、物理量検出器（圧力センサー）に関する。
【背景技術】
【０００２】
　水圧計、気圧計、差圧計等の物理量検出器（圧力センサー）としては、受ける圧力に応
じて変形するダイアフラムと、ダイアフラムの変形に伴って応力を受ける圧電振動子とを
備え、圧電振動子の共振周波数に基づいて圧力を検出するものが知られている（例えば、
特許文献１参照）。
　例えば、特許文献１に記載の圧力センサーにおいて、ダイアフラムは、中央領域と周縁
領域との間に可撓性の可撓領域が設けられており、中央領域（変位部）が圧力に応じて厚
さ方向に変位する。また、圧電振動子は、１対の基部と、この１対の基部間に設けられた
振動部とを有する。そして、１対の基部は、ダイアフラムが撓む方向に並んで配置される
とともに、一方の基部がダイアフラムの中央領域に接続され、他方の基部がダイアフラム
の外周領域に柱状の支持部材を介して接続されている。
【０００３】
　特許文献１に記載の圧力センサーにおいて、支持部材は、圧電振動子と一体的に形成さ
れている。これにより、支持部材および圧電振動子が同一材料で構成されるため、支持部
材および圧電振動子の線膨張係数差に起因する検出圧力の誤差（熱歪みによる誤差）を低
減することができる。
　しかし、特許文献１に記載の圧力センサーでは、支持部材がダイアフラムに接続されて
いるため、ダイアフラムの変形に伴って支持部材の不本意な変位や変形が生じてしまい、
その結果、検出精度の低下を招いてしまうという問題がある。
　仮にダイアフラムの周縁領域を高剛性にしても、ダイアフラムの撓む方向に直交する方
向における支持部材の長さが長くなってしまうため、支持部材の不本意な変位や変形が生
じやすく、検出精度の低下を招いてしまう。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１０－４８７９８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
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　本発明の目的は、優れた検出精度を有する物理量検出器を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、上述の課題の少なくとも一部を解決するためになされたものであり、以下の
形態又は適用例として実現することが可能である。
［適用例１］
　本発明の物理量検出器は、受圧部と、
　前記受圧部の外周部を保持する固定部を含む保持部材と、
　前記受圧部に固定された第１の基部と、第２の基部と、前記第１の基部と前記第２の基
部の間に設けられた感圧部と、を含む感圧素子と、を含み、
　前記保持部材には、前記感圧素子の前記第２の基部を固定するための支持体が接続され
、
　前記支持体は、
　前記保持部材に立設されている柱部材と、
　前記柱部材と異なる材料で構成され、前記柱部材と前記第２の基部とを連結する梁部材
と、
を備え、
　前記梁部材は、前記保持部材と前記受圧部とのうち少なくとも何れかと同等または近似
した熱膨張係数を有する材料で構成されていることを特徴とする。
【０００７】
　このように構成された物理量検出器（圧力センサー）によれば、支持体が保持部材に固
定されているので、支持体が受圧部に固定されている場合に比し、支持体の不本意な変形
または変位を防止または抑制することができる。
　特に、支持体が保持部材の固定部よりも内側に設けられた突出部に固定されているので
、支持体と圧電振動子との間の空間を小さくすることができる。その結果、支持体の剛性
を高めることができ、支持体の不本意な変形または変位を効果的に防止または抑制するこ
とができる。
【０００８】
　また、支持体の保持部材とは反対側の端部の小型化を図ることができることから、支持
体の加速度による変形も防止または抑制することができる。
　さらに、保持部材が突出部を有することにより、保持部材の剛性を高めることができる
。そのため、保持部材の変形による受圧部および支持体の不本意な変形を防止することも
できる。
　これらのようなことから、本発明の圧力センサーは、優れた検知精度を発揮することが
できる。
　また、前記支持体が、前記保持部材に立設されている柱部材と、前記柱部材と前記第２
の基部とを連結する梁部材と、を備えていることにより、比較的簡単な構成で、第１の基
部および第２の基部を、変位部が変位する方向に並べて設けることができる。
　さらに、前記柱部材および前記梁部材が異なる材料で構成されていることにより、柱部
材および梁部材をそれぞれ所望の熱膨張係数の材料で構成することができる。
　また、前記梁部材が、前記保持部材と前記受圧部とのうち少なくとも何れかと同等また
は近似した熱膨張係数を有する材料で構成されていることにより、圧電振動子の熱歪みを
防止または抑制することができる。
［適用例２］
　本発明の物理量検出器では、前記保持部材は、前記受圧部が変位する方向から見たとき
に、前記受圧部と重なるように突出して設けられた突出部を備え、
　前記支持体は、前記突出部に接続されていることが好ましい。
【０００９】
［適用例３］
　本発明の物理量検出器では、前記突出部は、前記固定部から環状に突出して設けられて



(4) JP 5915103 B2 2016.5.11

10

20

30

40

50

いることが好ましい。
　これにより、突出部の内側を通じて圧電振動子の第１の基部と受圧部との接続を許容し
つつ、保持部材の剛性を効果的に高めることができる。
【００１０】
［適用例４］
　本発明の物理量検出器では、前記第１の基部および前記第２の基部は、前記受圧部が変
位する方向に並んで設けられていることが好ましい。
　これにより、受圧部が圧電振動子側に変位したとき、圧電振動子の振動部が圧縮応力を
受け、振動部の共振周波数が小さくなり、一方、変位部が圧電振動子とは反対側に変位し
たとき、圧電振動子の振動部が引張応力を受け、振動部の共振周波数が大きくなる。その
ため、このような振動部の共振周波数に基づいて、圧力を検出することができる。
【００１４】
［適用例５］
　本発明の物理量検出器では、前記受圧部に接続されている固定部材を含み、
　前記第１の基部は、前記固定部材に固定されていることが好ましい。
　これにより、比較的簡単な構成で、変位部が変位する方向における柱部材および圧電振
動子の長さを揃えることができる。
【００１６】
［適用例６］
　本発明の物理量検出器では、前記感圧素子は圧電体材料で構成され、
　前記柱部材は、前記圧電体材料と同等または近似した熱膨張係数を有する材料で構成さ
れていることが好ましい。
　これにより、圧電振動子の熱歪みを防止または抑制することができる。
【００１７】
［適用例７］
　本発明の物理量検出器では、前記保持部材は、前記受圧部の構成材料と同等または近似
した熱膨張係数を有する材料で構成されていることが好ましい。
　これにより、受圧部の熱歪みを防止または抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明の第１実施形態に係る物理量検出器（圧力センサー）の全体構成を示す図
である。
【図２】図１に示す圧力センサーに備えられた感圧ユニットの斜視図である。
【図３】図２に示す感圧ユニットの側面図である。
【図４】図２に示す感圧ユニットの製造方法（圧力センサーの製造方法）におけるダイア
フラム（受圧部）の設置工程を説明するための図である。
【図５】図２に示す感圧ユニットの製造方法（圧力センサーの製造方法）における圧電振
動子および柱部材の設置工程を説明するための図である。
【図６】本発明の第２実施形態に係る物理量検出器（圧力センサー）における感圧ユニッ
トの側面図である。
【図７】（ａ）は、図６に示す感圧ユニットの柱部材の横断面図（図６中のＡ－Ａ線断面
図）、（ｂ）は、図６に示す感圧ユニットの柱部材の第１変形例の横断面図、（ｃ）は、
図６に示す感圧ユニットの柱部材の第２変形例の横断面図である。
【図８】本発明の第３実施形態に係る物理量検出器（圧力センサー）における感圧ユニッ
トの側面図である。
【図９】（ａ）は、図８に示す感圧ユニットの柱部材の横断面図（図８中のＢ－Ｂ線断面
図）、（ｂ）は、図８に示す感圧ユニットの柱部材の変形例の横断面図である。
【図１０】本発明の第４実施形態に係る物理量検出器（圧力センサー）における感圧ユニ
ットの側面図である。
【図１１】本発明の第５実施形態に係る物理量検出器（圧力センサー）における感圧ユニ
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ットの側面図である。
【図１２】本発明の第６実施形態に係る物理量検出器（流速センサー）を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明の物理量検出器（圧力センサー）を添付図面に示す実施形態に基づいて詳
細に説明する。
＜第１実施形態＞
　図１は、本発明の第１実施形態に係る物理量検出器（圧力センサー）の全体構成を示す
図、図２は、図１に示す圧力センサーに備えられた感圧ユニットの斜視図、図３は、図２
に示す感圧ユニットの側面図である。
　なお、図１～３では、説明の便宜上、互いに直交する３つの軸としてＸ軸、Ｙ軸および
Ｚ軸を図示している。また、以下の説明では、説明の便宜上、Ｘ軸に平行な方向を「Ｘ軸
方向」、Ｙ軸に平行な方向を「Ｙ軸方向」、Ｚ軸に平行な方向を「Ｚ軸方向」と言う。ま
た、図１～３中の上側（＋Ｚ側）を「上」、下側（－Ｚ側）を「下」とも言う。
　図１に示す物理量検出器（圧力センサー）１は、気体、液体等の流体の圧力を検出する
ものである。この圧力センサー１は、図１に示すように、ハウジング１１と、感圧ユニッ
ト１２と、回路ユニット１３と、キャップ１４と、ケーブル１５と、封止部材１６とを備
える。
【００２１】
　最初に、図１に基づいて、圧力センサー１を構成する各部の構成を簡単に説明する。
　ハウジング１１は、有底筒状をなしている。
　このハウジング１１の構成材料としては、特に限定されず、例えば、樹脂材料、金属材
料、セラミックス材料等が挙げられる。
　このようなハウジング１１内には、感圧ユニット１２および回路ユニット１３が配置さ
れている。
【００２２】
　感圧ユニット１２は、保持部材２と、ダイアフラム（受圧部）３と、固定部材４と、感
圧素子としての圧電振動子５と、支持体６とを備える。
　保持部材２およびダイアフラム３は、ハウジング１１の一端開口を封止している。
　また、固定部材４、圧電振動子５および支持体６は、ハウジング１１の内側に配置され
ている。そして、圧電振動子５は、固定部材４を介してダイアフラム３に接続されるとと
もに、支持体６を介して保持部材２に接続されている。
　この感圧ユニット１２は、ダイアフラム３が受けた圧力に応じて圧電振動子５の共振周
波数が変化する。なお、感圧ユニット１２の構成については、後に詳述する。
【００２３】
　また、ハウジング１１の一端部には、キャップ１４が取り付けられている。このキャッ
プ１４には、流体が流通可能な流通口１４１が形成されている。これにより、流通口１４
１を介してキャップ１４内へ流入する流体の圧力が感圧ユニット１２のダイアフラム３に
印加される。
　また、感圧ユニット１２の圧電振動子５には、図示しない配線を介して回路ユニット１
３が電気的に接続されている。
　この回路ユニット１３は、例えば回路基板および電子部品（ＩＣ）等で構成されている
。そして、回路ユニット１３は、圧電振動子５を駆動する機能と、圧電振動子５の共振周
波数に基づいて圧力を検出する機能とを有する。
【００２４】
　このような回路ユニット１３には、ケーブル１５を介して、ハウジング１１の外部に設
置された機器（図示せず）に電気的に接続されている。これにより、かかる機器にて圧力
センサー１の検出結果を取得することができる。
　このケーブル１５は、ハウジング１１の他端部に形成された貫通孔に挿通されている。
　また、ケーブル１５とハウジング１１との間は、例えばゴム材料で構成された封止部材
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１６により封止されている。
　このような圧力センサー１では、ハウジング１１の内部空間が例えば減圧状態または不
活性封入状態で封止されている。
【００２５】
　ここで、図２および図３に基づいて、感圧ユニット１２の構成について詳述する。
　感圧ユニット１２は、前述したように、保持部材２と、ダイアフラム３と、固定部材４
と、圧電振動子５と、支持体６とを備える。
　以下、感圧ユニット１２を構成する各部を順次詳細に説明する。
　（保持部材）
　保持部材２は、ダイアフラム３を保持するものである。
　この保持部材２は、ダイアフラム３の外周部を保持するリング状のリング部（固定部）
２１と、ダイアフラム３の一方の面側（図２にて上側）にてリング部２１から内側に突出
する突出部２２とを有する。
【００２６】
　リング部２１は、前述したハウジング１１の一端開口部に接合されている。このリング
部２１とハウジング１１との接合は、例えば、溶接、ろう材、接着剤等により行われるが
、液密的または気密的な接合であることが好ましい。
　また、リング部２１の内周部には、その全周にわたって下方に突出する凸条２４が形成
されている。
　この凸条２４は、後述するダイアフラム３の外周部３２と溶接により接合される部分で
ある。特に、凸条２４は、薄肉（幅狭）に形成されている。これにより、比較的少ない熱
量で凸条２４とダイアフラム３とを溶接により接合することができる。
【００２７】
　また、凸条２４の幅（肉厚）は、ダイアフラム３の外周縁部（溶接部）の厚さに応じて
決定されるものであり、特に限定されないが、例えば、０．１ｍｍ以上２ｍｍ以下である
のが好ましく、０．１ｍｍ以上１ｍｍ以下であるのがより好ましい。これに対し、かかる
幅が薄すぎると、保持部材２とダイアフラム３との接合部の機械的強度が低下する場合が
ある。一方、かかる幅が厚すぎると、保持部材２とダイアフラム３との溶接による熱量が
大きくなり、溶接後のダイアフラム３に生じる残留応力が大きくなる傾向を示す。
【００２８】
　また、凸条２４の高さ（－Ｚ方向への突出量）は、ダイアフラム３の寸法、溶接しろ等
に応じて決定されるものであり、特に限定されないが、例えば、０．１ｍｍ以上２ｍｍ以
下であるのが好ましく、０．１ｍｍ以上１ｍｍ以下であるのがより好ましい。これに対し
、かかる高さが低すぎると、保持部材２とダイアフラム３との溶接による熱量が大きくな
り、溶接後のダイアフラム３に生じる残留応力が大きくなる傾向を示す。一方、かかる高
さが高すぎると、凸条２４の幅や構成材料等によっては、保持部材２とダイアフラム３と
の接合部の機械的強度が低下する場合がある。
【００２９】
　このようなリング部２１の上側（ダイアフラム３とは反対側）には、内側（中心側）に
向けて突出する突出部２２が設けられている。
　この突出部２２は、後述する支持体６の柱部材６１、６２が固定される。これにより、
圧力センサー１の検出精度を優れたものとすることができる。
　さらに、保持部材２が突出部２２を有することにより、保持部材２の剛性を高めること
ができる。そのため、保持部材２の変形によるダイアフラム３および支持体６の不本意な
変形を防止することもできる。
【００３０】
　また、突出部２２は、リング部２１の全周にわたって形成され、環状をなしている。こ
れにより、突出部２２の内側の開口部２３を通じて圧電振動子５の基部５１とダイアフラ
ム３との接続を許容しつつ、保持部材２の剛性を効果的に高めることができる。
　また、突出部２２は、後述する支持体６の柱部材６１、６２を接合するための面（接合
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面、固定部）２２１、２２２を有する。この面２２１、２２２は、それぞれ、ＸＺ平面に
平行となるように形成されている。
【００３１】
　このような保持部材２の構成材料としては、特に限定されないが、耐腐食性に優れたも
のを用いるのが好ましく、例えば、ステンレスのような金属材料、セラミックス材料等を
用いるのが好ましい。
　また、保持部材２の構成材料としては、後述するダイアフラム３の構成材料と同一また
は近似した熱膨張係数を有する材料を用いるのが好ましい。これにより、ダイアフラムの
熱歪みを防止または抑制することができる。また、後述する支持体６の梁部材６３の構成
材料を保持部材２またはダイアフラム３の構成材料と同一または近似した材料とすること
により、圧電振動子５の熱歪みを低減することができる。
　なお、保持部材２は、本実施形態ではハウジング１１と別体で構成されているが、ハウ
ジング１１と一体形成されていてもよい。すなわち、リング部２１および突出部２２がハ
ウジング１１の一部であってもよい。
【００３２】
　（ダイアフラム）
　ダイアフラム３は、外部からの圧力や力を受圧することにより変位する受圧部としての
変位部３１と、変位部３１の外周に設けられた外周部３２とを有する。
　変位部３１は、その中央部がＺ軸方向（変位部３１の厚さ方向）に変位し得るように、
外周部が撓み変形可能に構成されている。
　また、変位部３１は、前述した保持部材２の突出部２２に対してＺ軸方向に離間してい
る。これにより、変位部３１のＺ軸方向での変位が許容される。
【００３３】
　外周部３２は、前述した保持部材２のリング部２１と溶接により接合される部分である
。
　外周部３２は、変位部３１の外周部から下側（＋Ｚ軸方向）に突出している。このよう
な外周部３２を設けることにより、ダイアフラム３の剛性を高め、ダイアフラム３の不本
意な変形を抑えるとともに、ダイアフラム３の保持部材２との接合部（溶接しろ）の面積
を大きくすることができる。
　特に、外周部３２は、薄肉（幅狭）に形成されている。これにより、比較的少ない熱量
で外周部３２と保持部材２とを溶接により接合することができる。
【００３４】
　また、外周部３２の幅（肉厚）は、特に限定されないが、ダイアフラム３の製造が容易
であるという観点から、変位部３１の厚さと等しいのが好ましく、具体的には、例えば、
０．１ｍｍ以上２ｍｍ以下であるのが好ましく、０．１ｍｍ以上１ｍｍ以下であるのがよ
り好ましい。これに対し、かかる幅が薄すぎると、保持部材２とダイアフラム３との接合
部の接合強度やダイアフラム３の機械的強度が低下する場合がある。一方、かかる幅が厚
すぎると、保持部材２とダイアフラム３との溶接による熱量が大きくなり、溶接後のダイ
アフラム３に生じる残留応力が大きくなる傾向を示す。
【００３５】
　また、外周部３２の高さ（－Ｚ方向への突出量）は、ダイアフラム３の寸法、溶接しろ
等に応じて決定されるものであり、特に限定されないが、例えば、０．１ｍｍ以上２ｍｍ
以下であるのが好ましく、０．１ｍｍ以上１．５ｍｍ以下であるのがより好ましい。これ
に対し、かかる高さが低すぎると、保持部材２に溶接したダイアフラム３の不本意な変形
により圧力センサー１の検出精度の低下を招いたり、ダイアフラム３と保持部材２との接
合部の接合強度が低下したりする場合がある。一方、かかる高さが高すぎると、保持部材
２の大型化を招いたり、ダイアフラム３の製造が難しくなったりする場合がある。
【００３６】
　このようなダイアフラム３の構成材料としては、特に限定されないが、耐腐食性に優れ
たものを用いるのが好ましく、例えば、ステンレスのような金属材料、セラミックス材料
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等を用いるのが好ましい。ダイアフラム３を金属材料で構成する場合、金属板をプレス加
工することによりダイアフラム３を形成することができる。また、ダイアフラム３を水晶
やシリコン等の単結晶体で構成することもできる。この場合、単結晶体をエッチングする
ことによりダイアフラム３を形成することができる。
【００３７】
　（固定部材）
　固定部材４は、前述したダイアフラム３の上面の中央部に接合（固着）されている。ま
た、固定部材４は、前述した保持部材２の開口部２３内に挿通されている。
　固定部材４には、後述する圧電振動子５の基部５１が接合されている。
　この固定部材４は、後述する圧電振動子５の基部５１をダイアフラム３に対して固定す
るための面（接合面）４１を有する。この面４１は、ＸＺ平面に平行となるように形成さ
れている。
　このような固定部材４を介して圧電振動子５をダイアフラム３に対して固定することに
より、比較的簡単な構成で、ダイアフラム３の変位部３１が変位する方向（Ｚ軸方向）に
おける後述する支持体６の柱部材６１、６２および圧電振動子５の長さを揃えることがで
きる。
【００３８】
　より具体的に説明すると、Ｚ軸方向における圧電振動子５の下端の位置と柱部材６１、
６２の下端の位置とを揃えることができる。言い換えると、支持体６が固定されている突
出部２２の固定部と、圧電振動子５の基部５１の並ぶ方向は、変位部３１が変位する方向
に対して直交している。そのため、Ｚ軸方向における圧電振動子５の長さと柱部材６１、
６２の長さを等しくするとともに、Ｚ軸方向における圧電振動子５の上端の位置と柱部材
６１、６２の上端の位置とを揃えることができる。
　その結果、圧電振動子５の圧電体および柱部材６１、６２を互いに同じ材料（同じ線膨
張係数の材料）で構成することにより、Ｚ軸方向における圧電振動子５および柱部材６１
、６２の熱膨張量または熱収縮量を等しくすることができる。
【００３９】
　また、固定部材４の面４１に圧電振動子５を接合することにより、圧電振動子５の主面
がＸＺ平面に平行となるように、圧電振動子５を設置することができる。
　このような固定部材４の構成材料としては、特に限定されないが、ダイアフラム３と固
定部材４との熱膨張係数差を小さくするという観点から、ダイアフラム３の構成材料と同
じ材料を用いるのが好ましい。
【００４０】
　（圧電振動子）
　圧電振動子５は、前述した固定部材４の面４１に接合されている。すなわち、圧電振動
子５が固定部材４を介してダイアフラム３の中央部（変位部３１）に接続されている。こ
れにより、圧電振動子５は、ダイアフラム３の撓み変形によりＺ軸方向の圧縮応力または
引っ張り応力を受ける。
【００４１】
　この圧電振動子５は、互いに離間して設けられた１対の基部５１、５２と、この１対の
基部５１、５２間に設けられ、振動が励振される振動部５３（振動ビーム）とを有する。
　基部（第１の基部）５１は、前述した固定部材４の面４１に接合（固定）されている。
これにより、基部５１は、ダイアフラム３の変位部３１に固定されている。
　一方、基部（第２の基部）５２は、後述する支持体６の梁部材６３に接合（固定）され
ている。これにより、基部５２は、後述する支持体６に固定されている。
　このような基部５１と基部５２は、振動部（感圧部）５３を介して連結されている。
【００４２】
　振動部５３は、長尺状をなし、Ｚ軸方向に沿って延在している。
　なお、図示の例では、振動部５３が１本の振動ビームで構成されている場合を示してい
るが、振動部５３は、２本の振動ビームで構成されていてもよい。すなわち、圧電振動子
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５として、いわゆる双音叉型の振動子を用いることができる。双音叉型振動子は、厚みす
べり振動子などに比べて、伸長・圧縮応力に対する共振周波数の変化が極めて大きく共振
周波数の可変幅が大きいので、わずかな圧力差を検出するような分解能力に優れる高精度
な圧力センサーにおいては好適である。また、振動部５３は、３本以上の振動ビームで構
成されていてもよい。
【００４３】
　感圧素子としての圧電振動子５は、水晶、ニオブ酸リチウム、タンタル酸リチウム等の
圧電材料を用いることができる。
　また、感圧素子の感圧部としての振動部５３は、振動ビームで構成される振動子に限ら
ず、伸張・圧縮応力によって共振周波数が変化する圧電振動子であればどのようなものを
用いても良く、例えば、厚みすべり振動子、ＳＡＷ共振子などが使用可能である。
【００４４】
　振動部５３に厚みすべりモードを主振動とするＡＴカット水晶振動子を採用すれば、周
波数温度特性が３次曲線となり、上に凸の２次曲線となる音叉型振動子に比べて、周波数
温度特性に優れた圧力センサーを実現することができる。
　また、振動部５３にＳＡＷ共振子を用いる場合、水晶等の圧電基板の一方の主面のみに
励振電極となる櫛形電極、所謂ＩＤＴ（interdigital transducer:すだれ状トランスデュ
ーサー）を形成すればよいので、製造上低コスト化が期待できる。
　このような振動部５３には、図示しない１対の励振電極が設けられており、この１対の
励振電極は、図示しない配線を介して、前述した回路ユニット１３に電気的に接続されて
いる。これにより、回路ユニット１３が１対の励振電極間に電圧を印加することにより、
振動部５３に振動を励振させることができる。
【００４５】
　このような圧電振動子５は、振動部５３の固有の共振周波数で振動する。
　そして、１対の基部５１、５２がダイアフラム３の変位部３１が変位する方向、すなわ
ちＺ軸方向に並んで設けられているので、変位部３１が圧電振動子５側に変位したとき、
圧電振動子５の振動部５３がＺ軸方向での圧縮応力（基部５１および基部５２が接近する
方向の応力）を受け、振動部５３の共振周波数が小さくなる。一方、変位部３１が圧電振
動子５とは反対側に変位したとき、圧電振動子５の振動部５３がＺ軸方向での引張応力（
基部５１および基部５２が離間する方向の応力）を受け、振動部５３の共振周波数が大き
くなる。そのため、このような振動部の共振周波数に基づいて、圧力を検出することがで
きる。
【００４６】
　（支持体）
　支持体６は、前述した保持部材２の突出部２２の面２２１、２２２に固定されている。
また、支持体６には、前述した圧電振動子５の基部５２が固定されている。これにより、
圧電振動子５の基部５２が支持体６を介して保持部材２に接続されている。
　このように支持体６が保持部材２に固定されていることにより、仮に支持体６をダイア
フラム３に固定した場合に比し、支持体６の不本意な変形または変位を防止または抑制す
ることができる。
【００４７】
　特に、支持体６が保持部材２のリング部２１よりも内側に設けられた突出部２２に固定
されているので、支持体６と圧電振動子５との間の空間を小さくすることができる。その
結果、支持体６の剛性を高めることができ、支持体６の不本意な変形または変位を効果的
に防止または抑制することができる。
　また、支持体６の保持部材２とは反対側の端部（具体的には、後述する梁部材６３）の
小型化を図ることができることから、支持体６の加速度による変形も防止または抑制する
ことができる。
【００４８】
　この支持体６は、突出部２２に立設された柱部材６１、６２と、柱部材６１、６２の先
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端部と圧電振動子５の基部５２とを接続する梁部材６３とを有する。これにより、比較的
簡単な構成で、圧電振動子５の１対の基部５１、５２を、ダイアフラム３の変位部３１が
変位する方向（Ｚ軸方向）に並べて設けることができる。
　柱部材６１は、保持部材２の面２２１に接合され、柱部材６２は、保持部材２の面２２
２に接合されている。
　そして、柱部材６１、６２は、それぞれ、変位部３１が変位する方向からみたとき、変
位部３１の内側に位置する。これにより、変位部３１の面積を大きく確保するとともに、
支持体６と圧電振動子５との間の空間を抑える（狭める）ことができる。
【００４９】
　柱部材６１、６２は、それぞれ、長尺状をなし、Ｚ軸方向に延在している。そして、柱
部材６１、６２は、それぞれ、長手方向（Ｚ軸方向）での下端部が保持部材２の突出部２
２に接合されている。
　このような柱部材６１、６２は、互いに平行となるように設けられている。また、柱部
材６１、６２は、Ｘ軸方向に互いに離間して設けられている。
【００５０】
　また、柱部材６１、６２は、それぞれ、板状をなし、その板面がＸＺ平面に平行となる
ように設けられている。
　また、柱部材６１、６２は、Ｚ軸方向での長さが互いに等しくなるように形成されてい
る。これにより、柱部材６１、６２の構成材料を同じにすることにより、柱部材６１、６
２のＺ軸方向での熱膨張または熱収縮したときの長さを互いに等しくすることができる。
　また、柱部材６１、６２は、Ｚ軸方向での長さが前述した圧電振動子５と等しくなるよ
うに形成されている。
　この柱部材６１、６２の構成材料としては、特に限定されないが、前述した圧電振動子
５の圧電体を構成する圧電体材料と同一または近似した熱膨張係数を有する材料を用いる
ことが好ましい。これにより、圧電振動子５の熱歪みを防止または抑制することができる
。
【００５１】
　このような観点から、具体的には、柱部材６１、６２の構成材料としては、圧電振動子
５に用いる圧電体材料と同じ圧電体材料を用いるのが好ましい。
　なお、柱部材６１、６２のＺ軸方向での長さが圧電振動子５のＺ軸方向での長さと異な
っていてもよい。この場合、柱部材６１、６２のＺ軸方向での熱膨張量が圧電振動子５の
Ｚ軸方向での熱膨張量と等しくなるように、柱部材６１、６２の構成材料を選定すればよ
い。
【００５２】
　このような柱部材６１、６２には、これらを連結するように梁部材６３が接合されてい
る。
　この梁部材６３は、Ｘ軸方向に延在している。そして、梁部材６３は、その長手方向（
Ｘ軸方向）での一端部（図３にて左側）が柱部材６１の上端部に接合され、他端部（図３
にて右側）が柱部材６２の上端部に接合されている。
【００５３】
　また、梁部材６３の長手方向での途中には、圧電振動子５の基部５２が接合されている
。
　また、梁部材６３は、板状をなし、その板面がＸＺ平面に平行となるように設けられて
いる。
　この梁部材６３は、前述した柱部材６１、６２と異なる材料で構成することにより、柱
部材６１、６２および梁部材６３をそれぞれ所望の熱膨張係数の材料で構成することがで
きる。
【００５４】
　この梁部材６３の構成材料としては、特に限定されないが、前述した保持部材２または
ダイアフラム３と同等または近似した熱膨張係数を有する材料を用いることが好ましい。



(11) JP 5915103 B2 2016.5.11

10

20

30

40

50

これにより、圧電振動子５の熱歪みを防止または抑制することができる。
　このような観点から、具体的には、梁部材６３の構成材料としては、保持部材２または
ダイアフラム３の構成材料と同じ材料を用いるのが好ましい。
【００５５】
　以上説明したように構成された圧力センサー１にあっては、ダイアフラム３の変位部３
１が外部から受ける圧力がハウジング１１内の圧力よりも高い場合、変位部３１がハウジ
ング１１の内側へ変位する。一方、ダイアフラム３の変位部３１が外部から受ける圧力が
ハウジング１１内の圧力よりも低い場合、変位部３１がハウジング１１の外側へ変位する
。
【００５６】
　変位部３１がハウジング１１の内側へ変位すると、圧電振動子５は、Ｚ軸方向での圧縮
応力を受ける。一方、変位部３１がハウジング１１の外側へ変位すると、圧電振動子５は
、Ｚ軸方向での引張応力を受ける。
　このように圧電振動子５がＺ軸方向での圧縮応力または引張応力を受けることにより、
圧電振動子５の共振周波数が変化する。
　そして、回路ユニット１３は、圧電振動子５の共振周波数に基づいて、ダイアフラム３
が受けた圧力を検出する。
【００５７】
　ここで、圧力センサー１によれば、支持体６が保持部材２に固定されているので、仮に
支持体６がダイアフラム３に固定された場合に比し、支持体６の不本意な変形または変位
を防止または抑制することができる。
　特に、支持体６が保持部材２のリング部２１よりも内側に設けられた突出部２２に固定
されているので、支持体６と圧電振動子５との間の空間を小さくすることができる。その
結果、支持体６の剛性を高めることができ、支持体６の不本意な変形または変位を効果的
に防止または抑制することができる。
【００５８】
　また、支持体６の保持部材２とは反対側の端部の小型化を図ることができることから、
支持体６の加速度による変形も防止または抑制することができる。
　さらに、保持部材２が突出部２２を有することにより、保持部材２の剛性を高めること
ができる。そのため、保持部材２の変形によるダイアフラム３および支持体６の不本意な
変形を防止することもできる。
　これらのようなことから、圧力センサー１は、優れた検知精度を発揮することができる
。
【００５９】
　（圧力センサーの製造）
　次に、前述した圧力センサー１の感圧ユニット１２の製造方法について説明する。
　図４は、図２に示す感圧ユニットの製造方法（圧力センサーの製造方法）におけるダイ
アフラムの設置工程を説明するための図、図５は、図２に示す感圧ユニットの製造方法（
圧力センサーの製造方法）における圧電振動子および柱部材の設置工程を説明するための
図である。
　感圧ユニット１２の製造方法は、［Ａ］保持部材２にダイアフラム３を接合する工程と
、［Ｂ］ダイアフラム３に固定部材４を接合する工程と、［Ｃ］固定部材４に圧電振動子
５を接合するとともに、保持部材２に柱部材６１、６２を接合する工程とを有する。
【００６０】
　以下、各工程を順次説明する。
　［Ａ］
　まず、図４（ａ）に示すように、保持部材２を用意する。
　そして、図４（ｂ）に示すように、保持部材２にダイアフラム３を溶接により接合する
。
　このとき、治具１００を用いて、ダイアフラム３の外周部３２の端面（下端面）と、保
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持部材２の凸条２４の先端面とが同一面（同一ＸＹ平面）上となるように、ダイアフラム
３を保持する。
【００６１】
　治具１００は、基台１０１と、押え部材１０２とを備える。
　基台１０１は、例えばＳＵＳのような磁性体材料で構成されている。そして、基台１０
１上に保持部材２が載置される。このとき、基台１０１は、凸条２４とは反対側（図４（
ｂ）にて下側）から、保持部材２に当接するとともに、保持部材２の開口部２３を介して
ダイアフラム３に当接する。これにより、ダイアフラム３が保持部材２の突出部２２側（
図４（ｂ）にて下側）へ移動するのを規制することができる。
　また、押え部材１０２は、例えばネオジム磁石のような磁石である。そして、押え部材
１０２は、ダイアフラム３上に載置される。このとき、押え部材１０２は、ダイアフラム
３を介して基台１０１に磁力により吸着する。これにより、ダイアフラム３が保持部材２
の突出部２２とは反対側（図４（ｂ）にて上側）へ移動するのを規制することができる。
　このような基台１０１および押え部材１０２によりダイアフラム３が挟持されることに
より、ダイアフラム３の外周部３２の端面と、保持部材２の凸条２４の先端面とが同一面
上となるように保持される。
【００６２】
　なお、本実施形態では、押え部材１０２が磁石である場合を例に説明したが、押え部材
１０２は、人手またはアクチュエーター等により基台１０１側へ向けて押圧するように構
成されていてもよい。この場合、押え部材１０２は、磁石でなくてもよく、例えば、金属
材料、樹脂材料またはセラミック材料等で構成されていてもよい。また、この場合、基台
１０１は、磁性体材料で構成されていなくてもよく、例えば、磁性体材料以外の金属材料
、樹脂材料またはセラミック材料等で構成されていてもよい。
【００６３】
　そして、この状態で、ダイアフラム３の外周部３２と、保持部材２の凸条２４とを溶接
により接合する。
　このとき、凸条２４が薄肉に形成されているので、比較的少ない熱量でダイアフラム３
と保持部材２とを溶接することができる。そのため、ダイアフラム３の溶接時の熱による
変形や残留応力の発生を防止または抑制することができる。その結果、圧力センサー１の
検出感度や検出精度を優れたものとすることができる。
【００６４】
　この接合方法としては、レーザー溶接を用いるのが好ましく、特に、ファイバーレーザ
ーによる溶接を用いるのが好ましい。なお、この接合方法としては、レーザー溶接に限定
されず、例えば、アーク溶接などの他の溶接方法、接着剤による接着、ろう付け等を用い
ることもできる。
　このような溶接の終了後、治具１００を取り外し、図４（ｃ）に示すように、保持部材
２とダイアフラム３とが接合された接合体を得る。
【００６５】
　［Ｂ］
　次に、図５（ａ）に示すように、ダイアフラム３に固定部材４を接合する。
　この接合方法としては、特に限定されず、例えば、接着剤による接着、レーザー溶接、
アーク溶接などの溶接、ろう付け等を用いることができるが、接着剤による接着、特に、
接着剤として低融点ガラスを用いた接着を用いるのが好ましい。低融点ガラスは、粘弾性
が低い。そのため、ダイアフラム３に生じる圧力ヒステリシスを抑制または防止すること
ができる。また、低融点ガラスが比較的低温で硬化可能であるため、保持部材２およびダ
イアフラム３等に余計な応力が生じるのを防止または抑制することができる。
【００６６】
　［Ｃ］
　次に、図５（ｂ）に示すように、固定部材４に圧電振動子５を接合するとともに、保持
部材２に柱部材６１、６２を接合する。
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　これらの接合方法としては、それぞれ、特に限定されず、例えば、接着剤による接着、
レーザー溶接、アーク溶接などの溶接、ろう付け等を用いることができるが、ダイアフラ
ム３と固定部材４との接合（接着）に悪影響を与えない接合方法を用いるのが好ましく、
接着剤による接着、特に、樹脂系接着剤による接着を用いるのが好ましい。樹脂系接着剤
は、ヒビや破断等の破壊現象が生じ難い。そのため、圧力センサー１の耐久性を高めるこ
とができる。また、樹脂系接着剤は比較的低温で硬化可能であるため、圧電振動子５、保
持部材２およびダイアフラム３等に余計な応力が生じるのを防止または抑制することがで
きる。
【００６７】
　そして、これらの接合後に、梁部材６３を圧電振動子５および柱部材６１、６１に接合
する。
　この接合方法としては、前述した固定部材４と圧電振動子５との接合および保持部材２
と柱部材６１、６２とのを接合と同様の方法を用いることができる。
　なお、前述した固定部材４と圧電振動子５との接合および保持部材２と柱部材６１、６
２とのを接合の前に、梁部材６３を圧電振動子５および柱部材６１、６１に接合してもよ
い。
【００６８】
　以上説明したような圧力センサー１の製造方法によれば、保持部材２のダイアフラム３
との接合部に薄肉な凸条２４が設けられているので、保持部材２とダイアフラム３とを比
較的少ない熱量で短時間に溶接により接合することができる。そのため、保持部材２に接
合した後のダイアフラム３に生じる残留応力を低減することができる。その結果、圧力セ
ンサー１の検出精度および検出感度を優れたものとすることができる。
【００６９】
　＜第２実施形態＞
　次に、本発明の第２実施形態について説明する。
　図６は、本発明の第２実施形態に係る物理量検出器（圧力センサー）における感圧ユニ
ットの側面図、図７（ａ）は、図６に示す感圧ユニットの柱部材の横断面図（図６中のＡ
－Ａ線断面図）、図７（ｂ）は、図６に示す感圧ユニットの柱部材の第１変形例の横断面
図、図７（ｃ）は、図６に示す感圧ユニットの柱部材の第２変形例の横断面図である。
【００７０】
　以下、第２実施形態の物理量検出器（圧力センサー）について、前述した実施形態との
相違点を中心に説明し、同様の事項については、その説明を省略する。
　本発明の第２実施形態にかかる物理量検出器（圧力センサー）は、感圧ユニットの支持
体の構成が異なる以外は、前述した第１実施形態と同様である。なお、図６および図７で
は、前述した第１実施形態と同様の構成について、同一符号が付されている。
【００７１】
　本実施形態の物理量検出器（圧力センサー）に備えられた感圧ユニット１２Ａは、図６
に示すように、圧電振動子５の基部５２と保持部材２とを接続する支持体６Ａを備える。
　この支持体６Ａは、保持部材２の面２２１に接合された柱部材６１Ａと、保持部材２の
面２２２に接合された柱部材６２Ａと、柱部材６１Ａ、６２Ａと圧電振動子５の基部５２
とを連結する梁部材６３とを有する。
【００７２】
　柱部材６１Ａは、長尺状の本体部６１１と、この本体部６１１の外周面に接合された緩
衝部６１２とを有する。
　同様に、柱部材６２Ａは、長尺状の本体部６２１と、この本体部６２１の外周面に接合
された緩衝部６２２とを有する。
　ここで、緩衝部６１２、６２２は、圧電振動子５のＱ値よりも低いＱ値を有する。その
ため、圧電振動子５の振動と支持体６Ａの振動との共振を抑制することができる。
【００７３】
　以下、図７に基づいて、柱部材６１について説明する。なお、柱部材６２は、柱部材６
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１と同様であるので、その説明を省略する。
　図７（ａ）に示すように、柱部材６１Ａの横断面において、本体部６１１の外周面の全
周にわたって緩衝部６１２が接合されている。
　また、かかる横断面において、本体部６１１は、両板面に凹部が形成されている。これ
により、本体部６１１と緩衝部６１２との接触面積を大きくすることができる。その結果
、本体部６１１と緩衝部６１２との接合強度を高めることができる。また、かかる凹部内
に入り込むようにして緩衝部６１２を形成することができる、そのため、緩衝部６１２の
体積を大きくして、緩衝部６１２を設けることによる効果を大きくすることができる。
【００７４】
　緩衝部６１２は、本体部６１１の振動を減衰させるダンピング効果を生じさせるもので
ある。
　このような緩衝部６１２を設けることにより、圧電振動子５の振動に伴う柱部材６１Ａ
の振動を抑えることができる。そのため、支持体６Ａの振動を抑制し、支持体６Ａの振動
が圧電振動子５の振動へ悪影響を与えるのを防止することができる。その結果、圧力セン
サーの検出精度の低下を防止することができる。
　このような緩衝部６１２の構成材料としては、緩衝部６１２のＱ値が圧電振動子５のＱ
値よりも低くなるものであれば、特に限定されないが、例えば、シリコーン樹脂のような
ポッティングゲルを用いることができる。
【００７５】
　以下、柱部材６１Ａの変形例を説明する。
　（変形例１）
　図７（ｂ）に示す変形例１に係る柱部材６１Ａ１は、長尺状の本体部６１３と、この本
体部６１３の外周面に接合された緩衝部６１４とを有する。
　この柱部材６１Ａ１では、横断面において、本体部６１３は、厚さ方向に貫通する貫通
孔が形成されている。言い換えると、本体部６１３は、長手方向での途中が分岐した２本
の棒状部材で構成されている。
　これにより、かかる貫通孔内に入り込むようにして緩衝部６１４を形成することができ
る。そのため、緩衝部６１４の体積を大きくして、緩衝部６１４を設けることによる効果
を大きくすることができる。
【００７６】
　（変形例２）
　図７（ｃ）に示す変形例２に係る柱部材６１Ａ２は、長尺状の本体部６１５と、この本
体部６１５の外周面に接合された緩衝部６１６とを有する。
　この柱部材６１Ａ２は、横断面において、本体部６１５は、平板状をなしている。そし
て、緩衝部６１６は、本体部６１５の一方の面上に積層されている。このような積層構造
を有する柱部材６１Ａ２は、本体部６１５の一方の面上に各種成膜を用いて緩衝部６１６
を簡単かつ高精度に形成することができる。
　以上説明したような第２実施形態に係る物理量検出器（圧力センサー）によっても、検
出精度を優れたものとすることができる。
【００７７】
　＜第３実施形態＞
　次に、本発明の第３実施形態について説明する。
　図８は、本発明の第３実施形態に係る物理量検出器（圧力センサー）における感圧ユニ
ットの側面図、図９（ａ）は、図８に示す感圧ユニットの柱部材の横断面図（図８中のＢ
－Ｂ線断面図）、図９（ｂ）は、図８に示す感圧ユニットの柱部材の変形例の横断面図で
ある。
【００７８】
　以下、第３実施形態の物理量検出器（圧力センサー）について、前述した実施形態との
相違点を中心に説明し、同様の事項については、その説明を省略する。
　本発明の第３実施形態にかかる物理量検出器（圧力センサー）は、感圧ユニットの支持
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体の構成が異なる以外は、前述した第１実施形態と同様である。なお、図８および図９で
は、前述した第１実施形態と同様の構成について、同一符号が付されている。
【００７９】
　本実施形態の物理量検出器（圧力センサー）に備えられた感圧ユニット１２Ｂは、図８
に示すように、圧電振動子５の基部５２と保持部材２とを接続する支持体６Ｂを備える。
　この支持体６Ｂは、保持部材２の面２２２に接合された柱部材６２Ｂと、柱部材６２Ｂ
と圧電振動子５の基部５２とを連結する梁部材６３Ｂとを有する。
　柱部材６２Ｂは、第１の部分６２３と、この第１の部分６２３に接合された第２の部分
６２４とを有する。
【００８０】
　ここで、第１の部分６２３および第２の部分６２４は、互いに異なる材料、特に互いに
熱膨張係数の異なる材料で構成されている。これにより、第１の部分６２３および第２の
部分６２４の構成材料の組み合わせを適宜選定することにより、柱部材６２Ｂ全体のＺ軸
方向での熱膨張係数を調整することができる。そのため、柱部材６２Ｂの形状および大き
さによらず、比較的簡単に、柱部材６２Ｂおよび圧電振動子５のＺ軸方向での熱膨張係数
を互いに等しくすることができる。
【００８１】
　より具体的に説明すると、図９に示すように、第１の部分６２３は、横断面において、
厚さ方向に貫通する貫通孔を有する。
　また、本実施形態では、第１の部分６２３は、梁部材６３Ｂと一体形成されている。
　そして、第２の部分６２４は、この第１の部分６２３の貫通孔内に嵌合または充填され
て形成されている。
　このような柱部材６２Ｂでは、第１の部分６２３の構成材料としては、ダイアフラム３
または保持部材２の構成材料と同じまたは近似した材料を用いるのが好ましい。これによ
り、梁部材６３Ｂの構成材料をダイアフラム３または保持部材２の構成材料と同じ材料と
することができる。
【００８２】
　そして、第２の部分６２４の構成材料としては、第１の部分６２３の熱膨張係数が圧電
振動子５の熱膨張係数よりも大きい場合には、圧電振動子５よりも小さい熱膨張係数の材
料を用いるのが好ましく、一方、第１の部分６２３の熱膨張係数が圧電振動子５の熱膨張
係数よりも小さい場合には、圧電振動子５よりも大きい熱膨張係数の材料を用いるのが好
ましい。これにより、柱部材６２Ｂおよび圧電振動子５のＺ軸方向での熱膨張係数差を低
減することができる。
【００８３】
　以下、柱部材６２Ｂの変形例を説明する。
　（変形例）
　図９（ｂ）に示す変形例に係る柱部材６２Ｂ１は、第１の部分６２５と、この第１の部
分６２５に接合された第２の部分６２６とを有する。
　この柱部材６２Ｂ１では、横断面において、第１の部分６２５は、両板面に凹部が形成
されている。
　そして、かかる貫通孔内に第２の部分６２６が嵌合または充填されて形成されている。
　以上説明したような第３実施形態に係る物理量検出器（圧力センサー）によっても、検
出精度を優れたものとすることができる。
【００８４】
　＜第４実施形態＞
　次に、本発明の第４実施形態について説明する。
　図１０は、本発明の第４実施形態に係る物理量検出器（圧力センサー）における感圧ユ
ニットの側面図である。
　以下、第４実施形態の物理量検出器（圧力センサー）について、前述した実施形態との
相違点を中心に説明し、同様の事項については、その説明を省略する。
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【００８５】
　本発明の第４実施形態にかかる物理量検出器（圧力センサー）は、感圧ユニットの支持
体の構成が異なる以外は、前述した第１実施形態と同様である。なお、図１０では、前述
した第１実施形態と同様の構成について、同一符号が付されている。
　本実施形態の物理量検出器（圧力センサー）に備えられた感圧ユニット１２Ｃは、図１
０に示すように、圧電振動子５の基部５２と保持部材２とを接続する支持体６Ｃを備える
。
【００８６】
　この支持体６Ｃは、保持部材２の面２２２に接合された柱部材６２Ｃと、柱部材６２Ｃ
と圧電振動子５の基部５２とを連結する梁部材６３Ｃとを有する。
　柱部材６２Ｃは、第１の部分６２７と、この第１の部分６２７に接合された第２の部分
６２８とを有する。
　ここで、第１の部分６２７は、柱部材６２Ｃの上側の部分であり、第２の部分６２８は
、柱部材６２Ｃの下側の部分である。そして、第１の部分６２７および第２の部分６２８
は、互いに異なる材料、特に互いに熱膨張係数の異なる材料で構成されている。これによ
り、第１の部分６２７および第２の部分６２８の構成材料の組み合わせを適宜選定するこ
とにより、柱部材６２Ｃ全体のＺ軸方向での熱膨張係数を調整することができる。そのた
め、柱部材６２Ｃの形状および大きさによらず、比較的簡単に、柱部材６２Ｃおよび圧電
振動子５のＺ軸方向での熱膨張係数を互いに等しくすることができる。
【００８７】
　また、本実施形態では、第１の部分６２７は、梁部材６３Ｃと一体形成されている。
　このような柱部材６２Ｃでは、第１の部分６２７の構成材料としては、ダイアフラム３
または保持部材２の構成材料と同じまたは近似した材料を用いるのが好ましい。これによ
り、梁部材６３Ｃの構成材料をダイアフラム３または保持部材２の構成材料と同じ材料と
することができる。
【００８８】
　そして、第２の部分６２８の構成材料としては、第１の部分６２７の熱膨張係数が圧電
振動子５の熱膨張係数よりも大きい場合には、圧電振動子５よりも小さい熱膨張係数の材
料を用いるのが好ましく、一方、第１の部分６２７の熱膨張係数が圧電振動子５の熱膨張
係数よりも小さい場合には、圧電振動子５よりも大きい熱膨張係数の材料を用いるのが好
ましい。これにより、柱部材６２Ｃおよび圧電振動子５のＺ軸方向での熱膨張係数差を低
減することができる。
　以上説明したような第４実施形態に係る物理量検出器（圧力センサー）によっても、検
出精度を優れたものとすることができる。
【００８９】
　＜第５実施形態＞
　次に、本発明の第５実施形態について説明する。
　図１１は、本発明の第５実施形態に係る物理量検出器（圧力センサー）における感圧ユ
ニットの側面図である。
　以下、第５実施形態の物理量検出器（圧力センサー）について、前述した実施形態との
相違点を中心に説明し、同様の事項については、その説明を省略する。
【００９０】
　本発明の第５実施形態にかかる物理量検出器（圧力センサー）は、感圧ユニットの支持
体の構成および数並びに圧電振動子の数および配置が異なる以外は、前述した第１実施形
態と同様である。なお、図１１では、前述した第１実施形態と同様の構成について、同一
符号が付されている。
　本実施形態に係る物理量検出器（圧力センサー）に備えられた感圧ユニット１２Ｄは、
図１１に示すように、圧電振動子５の基部５２と保持部材２とを接続する支持体６Ｄを備
える。
　また、感圧ユニット１２Ｄは、圧電振動子５および支持体６Ｄの他に、圧電振動子７お
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よび支持体８を備える。
　なお、図１１において、圧電振動子５、７は、それぞれ、主面がＸ軸方向に直交するよ
うに設けられている。
【００９１】
　支持体６Ｄは、保持部材２の突出部２２に接合された柱部材６２Ｄと、柱部材６２Ｄと
圧電振動子５の基部５２とを連結する梁部材６３Ｄとを有する。
　本実施形態では、柱部材６２Ｄおよび梁部材６３Ｄは、一体形成されている。
　圧電振動子７は、圧電振動子５と同様に構成されている。具体的には、圧電振動子７は
、互いに離間して設けられた１対の基部７１、７２と、この１対の基部７１、７２間に設
けられ、振動が励振される振動部７３（振動ビーム）とを有する。
【００９２】
　１対の基部７１、７２は、Ｚ軸方向に並んで設けられている。
　基部７１は、保持部材２の突出部２２に接合（固定）されている。一方、基部７２は、
後述する支持体８の梁部材８３に接合（固定）されている。
　このような基部７１と基部７２は、振動部７３を介して連結されている。
　振動部７３は、長尺状をなし、Ｚ軸方向に沿って延在している。
　支持体８は、固定部材４の面４１に接合（固定）された柱部材８２と、柱部材８２と圧
電振動子７の基部７２とを連結する梁部材８３とを有する。
　本実施形態では、柱部材６２Ｄおよび梁部材６３Ｄは、前述した柱部材６２Ｄおよび梁
部材６３Ｄと同様、一体形成されている。
【００９３】
　このように構成された圧力センサーでは、変位部３１がハウジング１１の内側へ変位す
ると、圧電振動子５は、Ｚ軸方向での圧縮応力を受け、圧電振動子７は、Ｚ軸方向での引
張応力を受ける。一方、変位部３１がハウジング１１の外側へ変位すると、圧電振動子５
は、Ｚ軸方向での引張応力を受け、圧電振動子７は、Ｚ軸方向での圧縮応力を受ける。
　したがって、圧電振動子５の共振周波数と圧電振動子７の共振周波数との差分に基づい
て、ダイアフラム３が受けた圧力を検出することができる。このような差分において、圧
電振動子５、７の温度特性や経年変化特性等の特性がキャンセルされる。そのため、高精
度な圧力測定を行うことができる。
　以上説明したような第５実施形態に係る物理量検出器（圧力センサー）によっても、検
出精度を優れたものとすることができる。
【００９４】
　＜第６実施形態＞
　次に、本発明の第６実施形態について説明する。
　図１２は、本発明の第６実施形態に係る物理量検出器（流速センサー）を示す図である
。
　以下、第６実施形態の物理量検出器（圧力センサー）について、前述した実施形態との
相違点を中心に説明し、同様の事項については、その説明を省略する。
【００９５】
　本発明の第６実施形態にかかる物理量検出器（圧力センサー）は、前述した第１実施形
態の物理量検出器（圧力センサー）の感圧ユニットを用いて構成した流速センサーである
。なお、図１２では、前述した第１実施形態と同様の構成について、同一符号が付されて
いる。
　図１２に示す流速センサー１０（物理量検出器（圧力センサー））は、流速を検出する
ものである。この流速センサー１０は、図１２に示すように、ハウジング１８と、２つの
感圧ユニット１２と、キャップ１９、２０とを備える。なお、図１２では、図示を省略す
るが、流速センサー１０は、前述した第１実施形態の圧力センサー１と同様、回路ユニッ
ト、ケーブル等を有している。
【００９６】
　ハウジング１８は、筒状をなしている。
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　このハウジング１８内には、２つの感圧ユニット１２が配置されている。
　そして、一方（図１２にて左側）の感圧ユニット１２の保持部材２およびダイアフラム
３は、ハウジング１８の一端（図１２にて左側の端）の開口を封止している。一方、他方
（図１２にて右側）の感圧ユニット１２の保持部材２およびダイアフラム３は、ハウジン
グ１８の他端（図１２にて右側の端）の開口を封止している。
【００９７】
　また、ハウジング１８の一端部には、キャップ１９が取り付けられ、ハウジング１８の
他端部には、キャップ２０が取り付けられている。
　キャップ１９には、ハウジング１８の軸線（中心軸）に平行な方向に流体が流通可能な
流通口１９１が形成されている。これにより、流通口１９１を介してキャップ１９内へ流
入する流体の圧力が一方（図１２にて左側）の感圧ユニット１２のダイアフラム３に印加
される。
　キャップ２０には、ハウジング１８の軸線（中心軸）に垂直な方向に流体が流通可能な
流通口２０１が形成されている。これにより、流通口２０１を介してキャップ２０内へ流
入する流体の圧力が他方（図１２にて右側）の感圧ユニット１２のダイアフラム３に印加
される。
【００９８】
　このような流速センサー１０は、流通口１９１が流体の流れる方向ｖに向くとともに、
流通口２０１が流体の流れる方向ｖに対して垂直な方向に向くように設置される。
　このように設置された流速センサー１０では、一方（図１２にて左側）の感圧ユニット
１２のダイアフラム３には大気圧、動圧および静圧が作用する。一方、他方（図１２にて
右側）の感圧ユニット１２のダイアフラム３には、大気圧および静圧が作用する。
　したがって、一方（図１２にて左側）の感圧ユニット１２のダイアフラム３に作用する
圧力と、他方（図１２にて右側）の感圧ユニット１２のダイアフラム３に作用する圧力と
の差分により動圧を求めることができる。また、ベルヌーイの定理により、流速を求める
ことができる。
　以上説明したような第６実施形態に係る流速センサー１０によっても、検出精度を優れ
たものとすることができる。
【００９９】
　以上、本発明の物理量検出器を、図示の実施形態に基づいて説明したが、本発明はこれ
らに限定されるものではなく、各部の構成は、同様の機能を有する任意の構成のものに置
換することができる。また、他の任意の構成物や、工程が付加されていてもよい。また、
本発明は、前述した複数の実施形態のうちの任意の２以上の構成（特徴）を組み合わせた
ものであってもよい。
【符号の説明】
【０１００】
１‥‥圧力センサー　２‥‥保持部材　３‥‥ダイアフラム　４‥‥固定部材　５‥‥圧
電振動子　６‥‥支持体　６Ａ‥‥支持体　６Ｂ‥‥支持体　６Ｂ１‥‥支持体　６Ｃ‥
‥支持体　６Ｄ‥‥支持体　７‥‥圧電振動子　８‥‥支持体　１０‥‥流速センサー　
１１‥‥ハウジング　１２‥‥感圧ユニット　１２Ａ‥‥感圧ユニット　１２Ｂ‥‥感圧
ユニット　１２Ｃ‥‥感圧ユニット　１２Ｄ‥‥感圧ユニット　１３‥‥回路ユニット　
１４‥‥キャップ　１５‥‥ケーブル　１６‥‥封止部材　１８‥‥ハウジング　１９‥
‥キャップ　２０‥‥キャップ　２１‥‥リング部　２２‥‥突出部　２３‥‥開口部　
２４‥‥凸条　３１‥‥変位部　３２‥‥外周部　４１‥‥面　５１‥‥基部　５２‥‥
基部　５３‥‥振動部　６１‥‥柱部材　６１Ａ‥‥柱部材　６１Ａ１‥‥柱部材　６１
Ａ２‥‥柱部材　６２‥‥柱部材　６２Ａ‥‥柱部材　６２Ｂ‥‥柱部材　６２Ｂ１‥‥
柱部材　６２Ｃ‥‥柱部材　６２Ｄ‥‥柱部材　６３‥‥梁部材　６３Ｂ‥‥梁部材　６
３Ｃ‥‥梁部材　６３Ｄ‥‥梁部材　７１‥‥基部　７２‥‥基部　７３‥‥振動部　８
２‥‥柱部材　８３‥‥梁部材　１００‥‥治具　１０１‥‥基台　１０２‥‥押え部材
　１４１‥‥流通口　１９１‥‥流通口　２０１‥‥流通口　２２１‥‥面　２２２‥‥
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面　６１１‥‥本体部　６１２‥‥緩衝部　６１３‥‥本体部　６１４‥‥緩衝部　６１
５‥‥本体部　６１６‥‥緩衝部　６２１‥‥本体部　６２２‥‥緩衝部　６２３‥‥第
１の部分　６２４‥‥第２の部分　６２５‥‥第１の部分　６２６‥‥第２の部分　６２
７‥‥第１の部分　６２８‥‥第２の部分

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】



(22) JP 5915103 B2 2016.5.11

【図１１】 【図１２】
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